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研究成果の概要（和文）：地域利用を前提に計画された全国の公立小中学校について、地域利用可能ゾーンと普通教室
ゾーンの立体的な構成を類型化し、利用実態に関するアンケート調査を実施し、空間構成、学校運営、地域の体制の視
点から分析した。さらに、現地で空間構成の確認と学校および地域関係者へのヒアリングを行い、学校を地域に開く際
の課題を整理し、地域利用可能ゾーンを計画運営する際の考慮点を考察した。次に、学校と公共施設の連携を検討する
上で、英国・ロンドン市のタワーハムレッツ区立図書館「Idea Store」とイタリアのボローニャ市立図書館を対象に、
地域の持続・再生支援拠点として公共施設を計画するにあたっての可能性と課題を考察した。

研究成果の概要（英文）：Firstly, regarding public schools designed to be used by local community, the 
categorization of spatial compositions and actual usages were analyzed, and relations of spatial 
composition, school management, and community organization were discussed. In addition to these analyses, 
the considerations of how to design the zone for community use were discussed, adding the results of 
interviews to school managers. Secondarily, to study the partnership with school and other public 
facilities, public libraries in London and Bologna were selected and discussed in terms of potentialities 
and issues in planning public facilities as a hub to maintain and revitalize local areas.

研究分野： 建築計画
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 少子化が進むわが国において、学校、特に
義務教育段階の公立学校が存立する学区・地
域における役割は逆に大きくなっている。教
育施設としての学校以上に、地域の持続的発
展や再生のための拠点としての公立学校の
あり方を考えるべき時期に来ていると思わ
れる。研究代表者（小松）が本研究を着想し
た理由は 2 点ある。 
 1 点目は、研究代表者がコミュニティ・ス
クール（以下 CS）指定されたいなべ市石榑
小学校の学校運営協議会委員として関わる
中で、学校経営や学校教育の地域支援に留ま
らず、CS は安定したまちづくり拠点として
機能する力を備え得ると考えたことである。
また、今後の発展的展開のためには、学校お
よび地域関係者という地元の力だけでなく、
大学などの専門家の継続的な関与、支援が不
可欠と考えたことである。2 点目は、申請者
らが米国の大学近隣地区の再生事業を調査
研究する中で、大学等との連携による公立学
校の安定化や質の向上の推進が、地域社会の
安定化と持続的発展の主たる要因の一つに
なっていることを確認したためである。 
 CS の運営実態に関する研究は教育学で行
われており、建築計画に関する研究は渡邉昭
彦らによる蓄積がある。小規模校における地
域連携による特色ある取り組みに関する研
究は斎尾によって行われている。しかし、大
学等との連携による CS 運営や空間整備、さ
らにはまちづくり拠点として CS（広くは公
立学校）を位置づけし直し、再編するという
発想自体がわが国では殆どみられない（図
１）。さらに大学、特に地方の国立大学法人
は、Center of Community(COC)としての機
能や連携の強化が今後進むと思われるが、そ
のあり方や道筋は未知数である。 

 

２．研究の目的 
 研究開始後に本研究の当初の目的を再検
討し、主には次の点を研究目的として設定し、
分析と考察を行った。 
⑴本科研費テーマに関連する平成 25 年度に
発表した 2 本の研究論文（後掲の雑誌論文
⑷⑸）の知見を元に、全国の CS を含む地
域利用を推進する公立学校の空間構成の
傾向と運営上の課題を明らかにする。 

⑵CS や公立学校との連携が期待される公共
施設の一つとして公立図書館に着目し、地
域の今日的ニーズに応えようと再整備さ
れた公立図書館の建築・都市計画上の特性
や他の公共施設との関係を考察する。 

 
３．研究の方法 
⑴地域利用を前提に計画された全国の公立
小中学校について、建築系専門誌への掲載
図面を元に地域利用可能ゾーンと普通教
室ゾーンの立体的な構成を類型化し、特に
両者を接続する空間・機能の特性を分析し
た。さらに、地域利用可能ゾーンと普通教
室ゾーンを接続する空間がメディアセン
ター、多目的ホール、ランチルームとなっ
ている学校の利用実態を分析するために
アンケート調査を実施し空間構成、学校運
営、地域の体制の視点から分析した。さら
に、その中の 2校（うち 1校は、研究背景
で説明した石榑小学校）については現地で
空間構成の確認と学校および地域関係者
へのヒアリングを行い、より詳細な分析を
行った。この分析の結果として、学校を地
域に開く際の課題を整理し、地域利用可能
ゾーンを計画運営する際の考慮点を考察
した。 

⑵学校と地域施設の連携の可能性を検討す
るため、ロンドンの公立図書館（アイデ
ア・ストア）とボローニャの公立図書館（サ
ラ･ボルサ）について現地踏査と関係者へ
のヒアリングを実施し、これからの公共施
設が提供すべき公共サービスや公共空間
としての公共施設のあり方、他公共施設と
の連携、都市計画および公共図書館政策と
その配置形態の関係分析等を行った。 

 
４．研究成果 
⑴地域利用を推進するために改築された全
国の公立小学校の空間構成と運営 

・平面図を読み取り、学校の部屋や空間を地
域利用可能ゾーン、普通教室ゾーン、管理
諸室ゾーンの３つに分類した。次に、地域
利用可能ゾーンが設置されやすい 1 階平
面のゾーニングと断面方向のゾーニング
について類型化を行い、それらを組み合わ
せると 12 の類型にまとめることができた。
多くの学校が地域利用可能ゾーンを平面
的、断面的にまとめてゾーニングをしてい
る（表１）。また、地域利用可能ゾーンと
普通教室ゾーンを接続する空間の内容を
分析した結果、メディアセンター（図書室）



や多目的ホール、ランチルームを配置して
いる事例を確認できた。普通教室ゾーンに
接続する空間に学校と地域の両者が使え
る機能を置くことで、空間構成上学校と地
域を繋ぎ、学校を地域へ開くことを追求す
る意図が読みとれる。 

 
表 1 立体的なゾーン構成の類型 

 
・地域住民を校舎に招いた活動が行いやすい

と考えられるメディアセンター、多目的ホ
ール、ランチルームが地域利用可能ゾーン
と普通教室ゾーンを接続している 24 校に
対してアンケート調査を実施し、14 校か
ら回答を得た。地域に開いて利用されない
理由として音響面、セキュリティ面に対す
る問題と不安が指摘された。 

・地域住民を校舎内に受け入れた活動が活発
に行われている 2 校について、空間の特徴
と利用状況、音響面、セキュリティ面で起
こりうる問題の空間的、運営的な解消方法
を分析すると、地域に開くために視認性の
高い空間構成で学校と地域の関係をつく
る、地域住民の活動の場所づくりで来訪の
モチベーションを上げる、といった取り組
みが確認できた。 

・学校を地域に開く際の課題として、①空間
構成に関する課題（地域利用可能ゾーンと
普通教室ゾーンの明確な分離が可能な空
間構成とすることは必須）、②学校運営に
関する課題（学校教育に地域住民の力を借
りる体制が築かれていないと地域へ開か
れない）、③地域の体制に関する課題（地
域住民側で学校を利用する体制が築かれ
ていない、学校を利用できるという認識が
広まっていないことで地域利用が進まな
い現状がある）が考えられる。 

・現時点での結論として地域利用可能ゾーン
を計画する際に配慮すべき点としては、学
校側と地域側で地域利用に関する体制づ
くりとともに、地域利用可能ゾーンと普通
教室ゾーンのゾーン構成を、セキュリティ
上問題なく運用できる構成としながらも、
双方の様子が伝わる空間構成となるよう
に配慮することが求められる。 

 
⑵地域の課題とニーズに応じて再編された
公立図書館に関する建築計画及び地域計
画の視点からの特性分析 

①ロンドンの区立図書館「アイデア・ストア」

（IS）の事例分析 
・ロンドンのタワー・ハムレッツ区（TH 区）

は人口 26 万の半分を移民が占め、低所得
者が多く、ロンドンの中で最も貧しい地域
の 1つである。主に英語の図書を扱った区
内の 13 の区立図書館の利用数は他区と比
べて非常に低いという課題に対し、TH 区は
1999 年に図書館利用に関する住民アンケ
ート調査を実施して住民が求める図書館
像を検討し、後述する戦略に基づいて TH 
区立図書館を再編し、IS として開館した。 

・IS の戦略として、TH 区は 1999 年に IS の
開設に向けた最初の戦略書（IS 戦略 1999）
を発表した。これは、図書館配置の再計画、
生涯学習プログラムの導入など、新しい図
書館の空間と提供プログラムを整備する
具体的な方策を示すものであった。さらに、
TH 区は 2009 年に IS の次の 10 年を展望
する戦略（IS 戦略 2009) を発表し、IS の
学習プログラムを個人の生涯学習に加え
て TH 区の地域課題である就業・健康支援
にも対応する方針を示した。 

・1990 年代における TH 区の一人あたりの区
立図書館数の比率はロンドン特別区の中
で最も高かったが、多くの図書館は住民が
アクセスしにくい場所に立地していた。そ
こで TH 区は、住民が徒歩で 20 分以内に
到着できることを前提に、13 の TH 区立図
書館を最終的に 7 館に集約する再配置計
画を策定した。現在、TH 区には 5 館の IS
と 2 つの既存図書館に再編されている。 

図 2 屋外マーケット、駅と IS の配置 
 
・1999 年に TH 区は図書館が成人学習センタ

ーと同じ潜在的利用者を擁していると判
断し、図書館と成人学習センターを連携さ
せて生涯学習プログラムを図書館に導入
した。IS が提供する学数コースには就業
に必要な外国語やコンピューター技術の
習得、健康を維持するためのフィットネス
など、住民ニーズに応じたテーマごとに多
様なコースが提供されている。 



・IS 戦略 2009 によると、IS の整備は多く
の政策や事業内容と関連しているが、①公
共図書館計画に関する政策、②都市・地域
計画に関する政策の 2つに分類できる。こ
れらの政策を時系列に整理し分析した結
果、IS の整備は主に２つの目的、すなわ
ち、①IT サービスを充実し、生涯学習、健
康支援などを図書館サービスに導入する
こと、②都市計画や地域計画と連動しなが
ら図書館配置を再編し、TH 区の地域課題
に対応する就業・健康支援の学習プログラ
ムを提供すること、に従って実施されたこ
とが明らかになった。 

・IS の建築空間について、伝統的な図書館建
築とは異なり、ガラス張りの外壁や鮮やか
色を使ったインテリア・デザインにより、
外部からの認識性を高め、入りやすい空間
づくりを行った。また、新築の施設では図
書館のパブリックなスペース(閲覧室) を
商店街や道路沿いに配置させ、外部のパブ
リック空間と隣接させることによって、図
書館とまちの親和性を高めるともに、内部
のアクティビティを外部に可視化してい
る。さらに、館内には従来の公共図書館に
は見られない①学習教室、②子どもの図書
スペース、③ One Stop Shop、④カフェが
整備されている。 

・TH 区の地域特性と IS の配置戦略の関係を
見ると、TH 区は「IS 戦略 1999」において、
地域のマーケットと近く、加えて公共交通
によりアクセスしやすい場所に IS を立地
させる配置計画を発表し、実現した。また、
IS 戦略 2009 では、Town Centre のネット
ワークを核とした都市と地域計画に即し
た図書館の配置計画が公表され、2013 年
に 5 番目の IS（ISWM）が Town Centre に
開館した（図３）。一方、ISW と ISCW はロ
ンドン・プランの中の指定発展エリア
Opportunity Area に立地しているが、そ
の中で重要な結節点に立地し、かつ施設規
模が最も大きいISWは最も充実した学習プ
ログラムを提供している。 

図３ Opportunity Area, Town Centre と IS の位置 

 
・IS の提供プログラムのうち、定期的イベ
ントとしては、就業に関する相談会、子ど
も向け活動、高齢者集会などがあり、全 IS
で実施されており、IS は図書館サービス
を基盤にしながら、地域課題である就業支
援と子ども・高齢者向けのイベントを開催
している。 

・2010〜2014 年度の学習コースをみると、
就業・健康支援サービスに関する方針を示
した IS 戦略 2009 に従って、2010 年度に
は全ISで移民向けの英語教育が提供され、
2011 年度からは就業支援のコースも提供
された。しかし近年は、就業・健康支援の
学習コースは主に ISW で提供され、家族学
習コースの提供は IS の全館で提供される
という変化が見られる。 

・IS の建築空間及び配置と提供プログラム
の関係を考察すると、① IS は地域のニー
ズと課題に応じて、子どもや高齢者向けの
定期的イベントを開催し、就業・健康支援
の学習コースを提供している。また、建築
的な空間整備からも子どもの図書スペー
スやカフェ、学習教室などを用意し、IS の
提供プログラムに対応している。②近年、
就業・健康支援の学習コースはほとんど
ISW が中心的に提供し、他の IS の提供は
減少している。これは今後の人口増加と経
済発展が大きく見込まれ、且つ TH 区の住
民の活動拠点である Whitechapel に位置
する ISW の立地特性と関係していると考
えられる。 

 
②ボローニャ市立図書館「サラボルサ図書
館」の多機能型コミュニティ拠点としての
公共性分析 

・無料で情報にアクセスでき、来訪理由は問
われずに様々な過ごし方が可能な空間づ
くりなど、従来からも最も開かれた公共施
設と言える公共図書館について、公共空間
として計画、運営するための今日的な要件
を明らかにするために、既存建物を利用し
たサラボルサ図書館の空間、提供プログラ
ム、運営体制の再編とその相互関係から考
察した。得られた結果はイタリアに限定さ
れることではなく、超高齢化や人口の減少
や偏在が進むわが国の地域社会における
公共図書館、そして公共施設一般の計画や
運営において今後十分に検討すべき点で
ある。そこで、今日求められる公共空間と
しての公共図書館の特性やその計画およ
び運営上の留意点についてまとめる。 

・2001 年にボローニャ市の都心に開設された
サラボルサ図書館は、2013 年の実績で日平
均 4600 人の来場者を迎えている。公共図
書館の使命と基本機能をベースに、多くの
市民にとって開かれた場所と認識される
ための空間づくりや運営を実施してきた
成果として評価できる。 

・さまざまな市民が生活上の課題やニーズを



持ち込むようになった際に、市の関係部署
と連携して、図書館の基本サービスととも
に社会包摂を実現するための支援サービ
スを提供するようになった。 

・さらに、職員の再教育や新規雇用を行って、
上記の変化に対応できる体制を構築した。 

・その結果、多くの市民が図書の貸出や学習
目的以外でも来訪し、滞在する公共図書館
となった。すなわち、サラボルサはマルチ
メディアの図書館という基盤を活かしな
がら、関連する様々な機能を包含した場所
として再編されてきたと言える。これは多
機能型コミュニティ拠点の形成プロセス
の一つとして捉えることができる。 

・さらに、サラボルサが展開する空間づくり
や運営の特性を、公共性の観点から分析し
た結果を空間・機能・運営体制の３点で整
理し、さらに齋藤による公共性の三相で分
類した（表２）。サラボルサを「市民の場
所」とするための空間・機能・運営体制に
おける課題が、物理的、視覚的、テーマ的、
対人的、制度的に検討され、変化を受け入
れつつも実施されてきていることがわか
る。すなわち、サラボルサが多面的な公共
性を備えた場所（＝公共空間）であるから
こそ、文化の拠点そして社会的包摂の拠点
（＝市民の場所）になり得ていると言える。
換言すれば、サラボルサの公共図書館とし
ての固有の使命や空間・機能の特性、都市
的な位置づけ、そして地域社会のニーズの
相乗的な関係が、サラボルサを公共空間と
して成り立たせていると考えることがで
きよう。 

   表２ 空間・運営と公共性の相関 
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（サービス・活

動） 
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アトリウム周

りの高い視認

性／監視性が

低い空間 

あらゆる市民の

来訪と多様な滞

在・利用方法を許

容 

市民の交流を

促す資質を持

った職員の登

用 
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アトリウム周

りの空間（多目

的な利用の許

容） 

多様な市民ニー

ズに基づくサー

ビス開発（主に生

活の安定化支援） 

関連部署・団体

とのテーマ連

携 

③ Official 

マジョーレ広

場との一体整

備（都市計画と

の連動） 

図書館カウンタ

ーに行政窓口を

併設（ニーズへの

接近） 

「文化拠点」と

しての位置付

け（文化部所

管） 

 
・社会包摂の支援拠点としての公共図書館整

備としてサラボルサをみると、わが国の公
共図書館が滞在型を志向し、高齢者や子育
て中の親子向けの空間やサービスを用意
していることは、孤立化しやすい高齢者や
子育て世代の外出機会や社会的接触の機
会を提供していると言える。また、まちづ
くり活動の拠点として整備も見られる。つ
まり、現代社会で生きる上で有用な情報が
集積する空間・機能を基盤に、社会包摂に
向けた取り組みが公共図書館で徐々に進
んでいると見なすことができるが、そのた

めのサービス提供や各種イベントの開催
だけでなく、６章で分析したように、それ
を実感できる空間づくりを行う必要があ
る。それはまさに、公共空間として公共図
書館を整備することになる。 

・既存建物が備える公共空間としての潜在力
を活かす空間と運営の総合的計画の観点
からは、 その空間づくりについて、「入
る」ことの意味を感じさせる小さな入口や、
利用者にとっては視認性は高く監視性が
低いといったサラボルサの空間は、運営上
の工夫もあって、逆に公共空間としてのサ
ラボルサの価値を浮かび上がらせている。
これは、この建物が有する公共図書館、そ
して公共空間としての潜在力と限界を見
極めつつ、公共空間として公共図書館を整
備するための計画・運営方針を立案し、実
行した結果として理解すべきであろう。改
修利用の場合、新築のように運営側の要望
に十分に応える空間づくりは容易ではな
く、運営上の工夫で対応する必要性は高ま
る。よって、サラボルサのように、空間と
運営それぞれの可能性と課題を総合的に
検討することが重要となる。 

・都市計画・デザインの方針と連動した立地
選択が行われたことも、重要なポイントと
して指摘したい。屋外の広場に対してサラ
ボルサを「屋根のある広場」として整備し
たことは大変示唆的である。市民生活と関
連性の高い場所や交通の結節点に配置す
ることや、内部のアクティビティが外部か
らも視認できることなど、屋外空間と施設
内部が緊密に連結した空間構成をとるこ
とが極めて重要となることを改めて指摘
したい。それを実現するためには、建築単
体の計画・デザインのアプローチでは不十
分であり、当該施設を地区スケールで検討
するための都市デザインやコミュニティ
計画のフレームワーク、そして都市スケー
ルで公共施設配置を検討するための連携
フレームワークが重要となる。 

・このような成功を収めるにあたっては、空
間計画上の配慮だけでなく、運営内容そし
て運営体制のありかたが鍵になる。ボロー
ニャ市におけるサラボルサの所管部署が
文化部である点から、わが国の公共施設再
編に際してどの部署がリードすべきなの
かという問いが頭に浮かぶ。現在は、建
築・都市計画部門や教育委員会、財務部門
等がその検討担当責任部署になっている
ケースが大半であると思われる。しかし、
公共図書館に限らず公共施設の再編によ
ってその空間・機能は多様化することが予
想される。その際、関係部署の連携は不可
欠であるが、現行の法制度や設置条例に基
づく既存部署の所掌範囲が公共施設再編
自体や再編施設の方向性を左右する懸念
もある。よって、地域の課題やニーズに対
応した公共施設再編に向けては、それを専
任する分野横断型部署が必要になるもの



と思われるが、その構成や行政上の位置付
けのあり方は今後の検討課題である。 

・一方、地域固有課題に対応する計画方法と
して、ボローニャ市にはサラボルサを含み
市立図書館は 15 館あり、それらの再整備
は課題である。各々の地域が抱えるさまざ
まな地域課題に柔軟に対応できる施設整
備の方法は未解明である。地域ごとに固有
と特性に合わせた空間、機能、体制の組み
方の方法論については今後の研究課題と
したい。 

 
⑶本研究の成果と課題、今後の展望 
・地域の持続・再生支援拠点としてコミュニ

ティ・スクールの再編のあり方や方法論の
解明を目標に開始した挑戦的かつ萌芽的
段階の研究であったが、実際にはまちづく
りの拠点としての活動は確認できるもの
の、本研究期間中に発表した研究論文でも、
全国の悉皆調査（調査と分析は研究期間
前）の結果からも、それが建築計画および
都市計画的視点から実施されている国内
事例は極めて少ない。つまり、文科省等に
よって政策的な方向性は示されているも
のの、この視点の共有と普及に向けては道
半ばであると言える。 

・一方、他の公共施設では、まちづくり拠点
としての位置づけをした施設整備が行わ
れた先行例が確認できる。特に公共図書館
においては、空間、運営、その策定プロセ
スにおいて広く共有し、また考察すべき取
り組みが確認できる。しかし、サラボルサ
図書館の分析にあるように、公共空間とし
ての公共施設のあり方が整備上の重要検
討課題として認識され、実現した事例は少
なく、またその理念や方法論をいかにわが
国に定着させるかという問題意識に立っ
た研究はほとんどない。 

・よって、学術的な今後の展開としては、人
口減少と少子高齢化が進むわが国の地域
社会における公共施設の公共性、もしくは
公共空間としての公共施設のありかたの
探究と、その建築計画および都市計画的視
点からの考察が求められよう。 
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